
当
初
予
算
の
概
要

　
令
和
7
年
度
当
初
予
算
は
、第
6
次
総
合
計

画
に
掲
げ
る「
2
0
2
6
年
の
目
標
人
口
3
6
，

0
0
0
人
」の
達
成
に
向
け
て
、「
将
来
も
宇
土

市
に
住
み
た
い
、宇
土
市
に
帰
っ
て
き
た
い
と

思
わ
れ
る“
選
ば
れ
る
ま
ち
”の
形
成
」を
目
指

宇土市の予算

令和７年度一般会計は

229.8億円
（前年度比1.1％増）

令和7年度当初予算が令和7年3月市議会定例会で審議され、
3月19日に可決成立しました。

一般会計当初予算は、前年度の予算と比較して、
2億4,000万円増の総額229億8,000万円としましたので、

その概要をお知らせします。

[歳出]
💰性質別分類　�経済的性質を基準とした分類。義

務的経費・投資的経費・その他に
分けられる

💰義務的経費　�市の運営のために必ず支払わな
ければならないお金

💰投資的経費　�施設や道路整備など、生活基盤を
整えるために使うお金

💰扶　助　費　�社会保障制度の一環として、現金
や物品などを支給する費用

💰公　債　費　�借入金の返済にかかる費用
💰物　件　費　�消耗品や業務委託料など
💰繰　出　金　�一般会計から特別会計などへ繰

り出すお金

[歳入]
💰自 主 財 源　�市が自主的に集められるお金
💰依 存 財 源　�国や県から交付されるお金や市債
💰市　　　税　�市に納める税金（市民税、固定資産税

など）
💰繰　入　金　�基金などから一般会計に繰り入れる

お金
💰地方交付税　�全ての市町村が一定の行政サービス

を行えるように国が交付するお金
💰国庫支出金　��市が行う事業に対して国が交付する

お金
💰県 支 出 金　�市が行う事業に対して県が交付する

お金
💰市　　　債　�市が行う事業に充てるための借入金
💰地方譲与税　�国税として集め、全部または一部が市

町村に譲与されるお金

市税
4,290,708千円 

繰入金
2,699,769千円 

その他
1,713,436千円 

地方交付税
5,080,000千円 

国庫支出金
3,864,707千円 

県支出金
1,808,683千円 

市債
2,344,700千円 

地方譲与税・交付金
1,177,997千円 

自主財源
37.9%

依存財源
62.1%

人件費
2,906,967千円 

扶助費
5,961,251千円 

公債費
2,371,802千円 

普通建設事業費
3,741,419千円 

災害復旧費
4 千円

物件費
3,334,850千円 

補助費等
2,259,080千円 

繰出金
1,760,522千円 

その他
644,105千円 

義務的経費
48.9%

投資的経費
16.3%

その他
34.8%

歳入

一般会計の当初予算額の推移
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150億
R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

す
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

　

具
体
的
に
は
、10
年
後
、20
年
後
も
持
続
可

能
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
の「
中

長
期
的
な
視
点
を
持
っ
て
取
り
組
む
事
業
」、

“
九
州
の
ど
ま
ん
な
か
宇
土
市
”に
よ
る
シ
テ
ィ

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
は
じ
め
と
す
る「
宇
土
市

の
個
性
や
魅
力
を
生
か
し
た
事
業
」、デ
ジ
タ

ル
等
を
活
用
し
利
用
者
視
点
で
行
財
政
の
あ
り

方
を
見
直
す「
行
政
基
盤
の
強
化
」に
重
点
を

置
き
、予
算
を
配
分
し
て
い
ま
す
。

予
算
編
成
の
状
況

　

歳
入
面
で
は
、国
か
ら
の
地
方
交
付
税
や

国・県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
の
依
存
財
源
が
62・

1
%
と
歳
入
の
多
く
を
占
め
て
い
ま
す
。

　
歳
出
面
で
は
、職
員
の
人
件
費
や
社
会
保
障

関
係
の
経
費
と
な
る
扶
助
費
な
ど
の
義
務
的
経

費
が
全
体
の
48・9
%
を
占
め
て
い
ま
す
。
ま

た
、投
資
的
経
費
は
全
体
の
16・3
%
を
占
め
、

干
潟
景
勝
地
展
望
広
場
整
備
事
業
や
、小
中
学

校
の
体
育
館
ト
イ
レ
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
に
取

り
組
み
ま
す
。

新
た
な
ス
テ
ー
ジ
へ

　
本
市
の
更
な
る
認
知
度
向
上
を
目
指
し
、定

住・移
住
人
口
及
び
関
係
人
口
の
維
持・拡
大
に

つ
な
が
る
よ
う
、情
報
発
信
強
化
事
業
の
実
施

や
、地
域
お
こ
し
協
力
隊
の
増
員
に
よ
り
、魅

力
発
信
や
地
域
協
力
活
動
を
推
進
し
ま
す
。

　
こ
の
ほ
か
、D
X
の
推
進
や
こ
ど
も
ま
ん
な

か
社
会
な
ど
の
実
現
に
向
け
、本
市
が
新
た
な

ス
テ
ー
ジ
へ
大
き
く「
前
進
」す
る
た
め
の
予

算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一般会計予算の主な事業（分野別） （単位：千円）

“輝く”未来　～震災からの復興～
○緊急自然災害防止対策事業（河川） 681,770
○バリアフリー改修事業（小・中） 175,716
○防災広場整備事業 132,547

“輝く”人　～学びのふるさとづくり～
○学校一般経費（ＩＣＴ関連経費） 309,702
○特別支援教育事業（幼・小・中） 152,195
○子どもサードプレイス事業 124,616

“輝く”絆　～安心のふるさとづくり～
○保育補助者雇上強化事業 26,040
○小規模保育改修費等支援事業【新規】 19,479
○法人後見受任確保事業【新規】 10,354

“輝く”産業　～活力のふるさとづくり～
○干潟景勝地展望広場整備事業 264,451
○企業誘致一般経費（企業立地奨励金など） 205,138
○農水産加工施設整備事業 60,000

“輝く”まち　～安全のふるさとづくり～
○地域おこし協力隊事業 50,566
○定住・移住促進事業 32,407

住民協働・行財政運営

○ＤＸ推進事業 121,530
○情報発信強化事業【新規】 11,945

特別会計予算額 (単位：千円・％)
R7年度 R6年度 増減率

国民健康保険 4,467,678 4,560,220 ▲2.0
北段原土地区画整理事業 1 1 0.0
介護保険 4,029,582 3,913,813 3.0
後期高齢者医療 653,020 628,662 3.9
入学準備祝金給付基金 1,338 1,312 2.0

企業会計（水道事業）予算額 (単位：千円・％)
R7年度 R6年度 増減率

収益的収支（収入） 750,926 737,420 1.8
収益的収支（支出） 750,248 694,440 8.0
資本的収支（収入） 242,464 88,139 175.1
資本的収支（支出） 468,173 305,963 53.0

企業会計（下水道事業）予算額 (単位：千円・％)
R7年度 R6年度 増減率

収益的収支（収入） 1,057,961 1,076,303 ▲1.7
収益的収支（支出） 1,052,778 1,057,701 ▲0.5
資本的収支（収入） 532,700 348,705 52.8
資本的収支（支出） 845,045 649,194 30.2

市税
4,290,708千円 

繰入金
2,699,769千円 

その他
1,713,436千円 

地方交付税
5,080,000千円 

国庫支出金
3,864,707千円 

県支出金
1,808,683千円 

市債
2,344,700千円 

地方譲与税・交付金
1,177,997千円 

自主財源
37.9%

依存財源
62.1%

人件費
2,906,967千円 

扶助費
5,961,251千円 

公債費
2,371,802千円 

普通建設事業費
3,741,419千円 

災害復旧費
4 千円

物件費
3,334,850千円 

補助費等
2,259,080千円 

繰出金
1,760,522千円 

その他
644,105千円 

義務的経費
48.9%

投資的経費
16.3%

その他
34.8%

歳出
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